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１．はじめに 

 

交通混雑や自動車利用に関連する都市問題は，依

然として多くの都市で深刻な問題となっている．近

年では，財政制約や環境意識の高まりから新たな道

路施設の建設によって都市交通問題を解決すること

が難しくなっている．そこで交通需要を直接，ある

いは間接的にコントロールすることによって交通問

題の解決をはかる考え方が一般的になりつつある．

このような交通政策の一手法として，将来自動車交

通所要時間に関する情報提供によって交通の視点か

ら見て望ましい土地利用へ誘導しようという考え方

1)が提案されている． 

鈴木・宮本 2)は将来交通所要時間情報提供による

立地選択の変化を静学的な都市経済モデルの比較静

学によって分析している．しかし，静学的なモデル

では，次のような課題が残された．（１）現在と将来

の分離が不明確である（２）将来の交通状況の変化

が都市住民以外の通過交通によって発生していたた

めに将来の地代の変化が起こらない（３）主観的期

待形成の設定が恣意的である（４）借家世帯の行動

を仮定していたが，移住コストの大きい世帯は主に

持家世帯である． 

そこで本研究では，持家世帯を仮定した準動学的

な二期モデルを構築し将来交通所要時間情報の提供

効果に関する分析を試みる．また，情報提供効果の

便益計測方法についての分析も行う． 

２．立地選択モデルの定式化 

 

（１）モデルの前提条件 

 二期モデルにおける住民の仮定を図－１に示す．

本研究では，同一時期に当該としに立地する世帯を

一つの世代と考える．また，以下に示す仮定を置く． 

 

 

 

 

 

 

図－１ 二期モデルの仮定 

 

１）都市住民には持家世帯と借家世帯が混在する． 

２）持家世帯は２期間居住し，その間住み替えは行

えない． 

３）持家世帯は T 期期首において現在（T 期）と将

来（T+1期）の両方の状況から立地選択を行い，

その世帯を第 T 世代と呼ぶ． 

４）借家世帯は１期間のみ居住し，各期ごとに住み

替えが行える． 

５）借家世帯は現在（T 期）のみの状況を考慮し，

立地選択を行う． 

６）借家世帯の土地は不在地主が所有している． 

７）世帯は持家にするか借家にするかの選択は行わ

ず，外性的に決めるものとする． 

８）将来の交通状況の変化は，将来の人口変化によ

るものとし，持家世帯にとって不確実である． 

９）各世帯の人口を
jT

N と表す．ここで j＝P（持家），

R（借家）であり，T は T 期に居住し始めたこ

とを表す． 

 本研究における都市は図－２のように仮定する．

ここで離散的な土地の仮定は，人口分布に依存した
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交通費用関数を考える場合に，計算の煩雑さを回避

する意味で有用である． 

都市は単一の中心業務地区を持ち，中心居住地

(i=c)と郊外居住地(i=s)の２つの島がある．都市には

持家世帯と借家世帯が混在し，期間ごとに人口変化

や住み替えが行われるものとする．図－２に１期の

都市構造（１期）を示す． 

 

 

 

 

 

図－２ 都市構造の仮定 

 

（２）世帯の立地選択行動 

ａ）持家世帯の立地選択行動 

 持家世帯は２期間居住するものとし，２期の交

通所要時間は不確実である．家計は１期と２期の合

成財 z，余暇時間 tl，土地 hを消費して効用を得る．

１期期首においてローンを借りて居住し，毎日一定

の返済を続けていくものとする．持家世帯は２期間

居住後土地を売りその額を資産とするが，期待効用

関数においては元本との差額をもって資産項を表す

ものとする．第一世代の世帯の立地選択行動は，以

下のように定式化できる． 
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P：地価，w：賃金率（一定），tw：労働時間，tk：交

通所要時間，D：ローン返済率を表す．ここで twを

消去し，合成財と余暇時間の金銭価値の合計 z+wtl

を Z としてまとめる．世帯は将来交通所要時間 tk2

について期待値 2µ を持つ． 
この効用最大化問題から各需要関数が求まる． 

ｂ）借家世帯の立地選択行動 

 借家世帯は自由に動け，１期間ごとに居住地を変

更できるため不確実性が伴わない．借家世帯は，式

式(4)の制約条件の下で効用最大化行動をとる． 
max  ),( TiTiTi hZU                        (3) 

 s.t.  )ˆ( kTiTiTiTi ttwhRZ −=+                (4) 

（３）市場均衡条件 

持家世帯の間接期待効用関数を [ ]iVE ，借家世帯の

間接効用関数を iV とすると市場均衡条件は， 

[ ] [ ]sc VEVE =                              (5) 

sc VV =                                    (6) 

となる．また，持家世帯，借家世帯ともに人口制約

(7)式，土地制約(8)式がそれぞれ成り立つ． 

NNN sc =+                               (7) 

iii hLN =                                 (8) 

それぞれの需要関数と式(5)～(8)の条件より，各居

住地の地価，地代と人口配分が決まる． 
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（４）実現交通所要時間と実現効用  

 各リンクの交通所要時間は人口配分と道路ストッ

ク量によって決まる．通勤時間がリンクを往復する

時間と設定すると，実現交通所要時間が以下のよう

に求まる． 
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ここで l：リンク所要時間，f：リンクパフォーマ

ンス関数，q：自動車交通量，S：ストック量を表す．

以上より，例えば第１世代の持家世帯と借家世帯の

１期の実現効用が以下のようにそれぞれ求まる． 
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４．数値シミュレーション分析 

 

（１）関数，パラメータの特定化 

将来交通所要時間の情報提供を行った場合，土地

利用，交通，土地市場の状態がどのように変化する

かを調べるために本研究では，数値シミュレーショ

ンを行った． 

 効用関数をコブ・ダグラス型とし，ここでは危険

中立を仮定してα＝1 とし，不確実性は分散を考慮

しないものとする． 
βα hZU =                  (17) 
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て iki t 12 =µ というナイーブな期待を形成していると

する．また，パラメータを表－１のように設定した． 

表－１ 設定パラメータ 

 

 

 

 

 
 

 

 

（２）将来のシナリオ 

 ２期に郊外開発がされ郊外居住地が増加し，それ

に伴い借家住民の一部が新たに持家第２世代として

発生するケースを考える．また３期においては第３

世代が第１世代に代わり居住してくるものとする．

以上のシナリオを図－３に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 将来のシナリオ 

 図３のようなシナリオの下で，実現交通所要時間

と実現効用を計算すると図－４，５のようになり，

２期に交通所要時間が増加し，実現効用が減少する

ことがわかる． 

 

 

 

 

 

 

図－４ 実現交通所要時間（往復） 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ 実現効用 

 

（３）情報提供効果 

 ここで，持家世帯住民（第１世代）に２期実現交

通所要時間の予測値（図－４）の情報を提供する．

情報を受け取った住民は，情報の値を完全に信じ，

主観的期待を修正する．情報を与えた場合の実現交

通所要時間，人口分布，地価，地代，実現効用，将

来資産が情報なしの場合に比べそれぞれどのように

変化するかを表－２，３に示す． 

 

表－２ 情報提供効果（持家世帯） 

 

 

 

 

 

表－３ 情報提供効果（借家世帯） 

 

 

 

 

以上の結果から情報提供によって１期，２期とも

交通所要時間がわずかに減少した．第一世代の人口

分布は，情報提供により中心部が増加，郊外部が減

少した．そのため，郊外部の地価は減少し，交通所

要時間も減少した．よって，実現効用が増加した． 

一方，中心住民は地価の上昇から効用が下がる結

果が得られた．しかし，中心部の効用はパラメータ

の設定によっては増加するケースもある． 

第２世代の住民は，直接情報提供を受けないが，

第１世代の人口分布が中心部よりになり，２期の実

現交通所要時間が減少したため，第２世代も間接的

に情報提供効果を享受することがわかる．しかし，

第３期の情報を受け取らない第２世代の住民は，相
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対的に短縮された２期の実現交通所要時間の下で立

地選択を行うため，第１世代に情報を与えない場合

に比べ，郊外部の人口が増加することがわかった．

実現効用水準は，中心，郊外ともに増加した． 

借家世帯についても第２世代の持家世帯と同様の

結果を得た． 

 

（４）情報便益 

情報便益を定義して都市全体における情報価値を

計測する．本研究ではゾーン・状態別 EV の概念 3)

を用い，情報がない場合の土地利用状況において，

情報がある場合の効用水準を達成するために必要な

追加的所得増加量で計測を行う．例えば第１世代の

情報便益 Bは以下の等式を満たす． 
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これをもとに持家世帯の情報便益（直接効果）を

計測して以下の図－６のような結果を得た． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－６ 情報便益（直接効果） 

 図－６の結果から第２世代が得る間接的な情報提

供効果は，第１世代が受ける直接的な情報提供効果

に比べ小さいことがわかる．第３世代にも間接効果

は残るもののごくわずかでほとんど情報提供効果は

残らない．情報提供効果をより有効に働かせるため

には，以降の世代にも継続的に情報を提供する必要

がある． 

 つぎに都市全体の情報提供便益を計測するために

一人当たりの便益にそれぞれの住民タイプごとの人

数をかけて期毎に足しあわせた値を表－４に示す． 

また，不在地主が得る地代収入に反映される情報

便益と第１世代の持家世代が第３期に得るキャピタ

ルゲイン（ロス）もあわせ，表－４に示す． 

表－４ 都市全体の情報便益 

 

 

 

 

 

 

 

これより主に第 1世代が受ける直接的な情報便益

は，資産に与える効果よりもかなり大きいことが分

かる． 

資産が負の効果を示したが，情報により間違った

資産選択を避けることで日々の効用の増加につなが

るという解釈ができる．１期，２期の情報便益は情

報提供の費用を考えれば有効な値と言える． 

 

５．おわりに 

 

本研究では，持家世帯の行動を考慮した都市モデ

ルを用いて将来交通所要時間の情報価値計測を行っ

た．その結果，情報提供はわずかだが交通所要時間

を減少させ，都市全体の便益としては十分な値を得

た．しかし同時に地価増加と交通所要時間減少のト

レードオフが影響していることも明確となった． 

既存の静学的な分析では，情報提供による直接的

な効果しか扱うことができなかったが，本研究では，

準動学的なモデルによって将来の住民に与える間接

的な影響も分析できた．その結果，第１世代の人口

分布が中心よりに変化することによって将来の実現

交通所要時間が短縮され，将来世代も間接的に便益

を享受することがわかった． 

今後は実用に向けて，現実的な都市構造の下での

効果や世帯の期待形成に関する実証的な分析といっ

た課題が残されている． 
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第1世代1期 第1世代2期 第2世代2期

第2世代3期 第3世代3期

１期 63
２期 66
３期 -0.5
１期 0 .5
２期 0 .4
３期 -0 .01

-0 .7

①効用変化の情報便益
（億円/年）

②不在地主が得る情報
便益（億円/年）

③将来資産の情報便益（億円）


